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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第92期

第３四半期連結
累計期間

第93期
第３四半期連結
累計期間

第92期
第３四半期連結
会計期間

第93期
第３四半期連結
会計期間

第92期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（百万円） 27,152 26,958 8,952 8,065 34,738

経常利益又は経常損失（△）　（百

万円）
1,146 873 △19 △103 1,030

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（百万円）
731 788 △411 △56 486

純資産額（百万円） － － 16,058 16,259 15,968

総資産額（百万円） － － 52,248 53,914 53,209

１株当たり純資産額（円） － － 192.69 195.13 191.45

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

8.86 9.59 △5.28 △0.82 5.68

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
8.61 9.26 － － －

自己資本比率（％） － － 30.7 30.1 30.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,463 1,821 － － 1,360

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△626 △2,699 － － △909

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△854 △988 － － △8

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 5,807   4,400 6,267

従業員数（人） － － 529 488 494

  (注)　１. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２. 売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第92期第３四半期連結会計期間及び第93

期第３四半期連結会計期間は潜在株式が存在するものの１株当たり四半期純損失であるため、第92期は、希

薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。　　
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２【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人）　 488(423)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載

　　　　しております。

(2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 350(389)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

　　　　ます。

EDINET提出書類

常磐興産株式会社(E00033)

四半期報告書

 3/39



第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第３四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

前年同四半期比(％)　
　

製造関連事業（百万円） 372 107.7

合計（百万円） 372 107.7

（注）１．金額は、販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．上記以外の事業（「観光事業」「卸売業」「運輸業」）につきましては、非製造業のため、生産実績はあり

ません。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当第３四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同四半期比(％)
受注残高
（百万円）

前年同四半期比(％)

製造関連事業 581 141.1 511 145.9

合計 581 141.1 511 145.9

（注）１．セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．上記以外の事業（「観光事業」「卸売業」「運輸業」）につきましては、受注生産をしておりません。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）商品仕入実績

　当第３四半期連結会計期間における商品の仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

前年同四半期比(％)

観光事業（百万円） 178 93.3

卸売業（百万円） 4,604 91.8

合計（百万円） 4,782 91.9

（注) １．セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．「観光事業」においては、その他商品の仕入を、「卸売業」においては石炭・石油類、その他製品の仕入を

行っております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(4）販売実績

　当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

前年同四半期比(％)

観光事業（百万円） 2,496 100.7

卸売業（百万円） 4,596 82.7

製造関連事業（百万円） 453 109.9

運輸業（百万円） 519 111.7

合計（百万円） 8,065 90.1

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２.「観光事業」においては、他の四半期連結会計期間に比べ、第２四半期連結会計期間の利用者数が多く、販売

実績も多くなる傾向があります。　

３.「不動産事業」につきましては、第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日付）において、不動産事業を

行っておりました㈱ＪＫリアルエステートを当社が吸収合併し、当社グループの不動産管理に専念すること

としたことにより、不動産事業を行わないことといたしました。

４．前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売

実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

金額 (百万円) 割合（％） 金額 (百万円) 割合（％）

常磐共同火力㈱ 5,115 57.1 2,311 28.7

東北電力㈱ － － 895 11.1

５．販売実績が総販売実績の100分の10未満の相手先については記載を省略しております。

６．本表の金額には消費税等は含まれておりません。

 

２【事業等のリスク】

　　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

　　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　（1）業績の状況

当第３四半期連結会計期間の我が国経済は、一部に持ち直しの動きがみられますものの、企業収益は大幅に減

少し、雇用・所得環境は低迷する等依然厳しい状況で推移いたしました。

　

セグメントの状況は、次のとおりです。　

（観光事業）

　スパリゾートハワイアンズにつきましては、日帰り部門では県民の日に対応したキャンペーン対象県数の拡大

実施やイベントの開催、エリアとターゲットを絞った販売戦略を行った結果、利用者数は増加いたしました。

宿泊部門につきましては、お客様のニーズに合わせ食事の選択幅を広げた新たなプランを提供した結果、ファ

ミリー層を中心とした個人旅行が増加し、利用者数は増加いたしました。

  また、ホテルクレスト札幌の利用者数は堅調に推移しましたが、クレストヒルズゴルフ?楽部および山海館は

減少いたしました。

この結果、利用人員は、ハワイアンズ（日帰り）が282千人（前年同期比７千人、2.8％増）、ホテルハワイアン

ズ（宿泊）は89千人（前年同期比３千人、3.6％増）クレストヒルズゴルフ?楽部は13千人（前年同期比３百人、

2.3％減）、山海館は２千人（前年同期比３百人、13.4％減）、ホテルクレスト札幌は12千人（前年同期比９百

人、8.1％増）となりました。

また、売上高は24億96百万円（前年同期比16百万円、0.7％増）、営業利益は１億９百万円（前年同期比８百万

円、7.9％増）となりました。

（卸売業）

石炭販売価格は上昇いたしましたものの、主力電力会社向け販売数量の減少等により減収減益となりました。

この結果、売上高は45億96百万円（前年同期比９億64百万円、17.3％減）、営業利益は47百万円（前年同期比

32百万円、40.3％減）となりました。

（製造関連事業）

中国を中心とするアジア需要の増加等を背景に、主力取引先である建設機械および産業機械等の受注環境が

堅調に推移し、増収増益となりました。

この結果、売上高は４億53百万円（前年同期比41百万円、9.9％増）、営業利益は38百万円（前年同期比14百万

円、64.5％増）となりました。

（運輸業）

主にセメントの輸送量の増加により増収増益となりました。

この結果、売上高は５億19百万円（前年同期比54百万円、11.7％増）、営業利益は29百万円（前年同期比４百

万円、17.6％増）となりました。

この結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は、80億65百万円（前年同期比８億86百万円、9.9％減）、営業

利益は47百万円（前年同期比24百万円、34.0％減）、経常損益につきましては、支払利息の計上等により１億３

百万円の損失（前年同期は経常損失19百万円）、また四半期純損益につきましては、前年同期に事業整理損を計

上し、当第３四半期において投資有価証券評価損戻入益を計上したこと等により、56百万円の損失（前年同期は

四半期純損失４億11百万円）となりました。
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　（2）財政状況

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は、第２四半期連結会計期間末に比べ６億76百万円減少し、539億

14百万円となりました。これは主に、現金及び預金の減少によるものであります。負債につきましては、第２四半

期連結会計期間末に比べ７億87百万円減少し、376億54百万円となりました。これは主に、有利子負債の減少によ

るものであります。純資産につきましては、第２四半期連結会計期間末に比べ１億10百万円増加し、162億59百万

円となりました。これは主に、その他有価証券評価差額金の増加によるものであります。

　（3）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、44億円と第２四半期

連結会計期間末に比べ11億12百万円減少いたしました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間における営業活動の結果得られた資金は、４億38百万円（前年同期は97百万円の獲

得）となりました。これは主に、税金等調整前四半期純損失49百万円の計上、減価償却費３億11百万円、売上債権

の減少額６億63百万円であった一方で、たな卸資産の増加額57百万円、仕入債務の減少額３億41百万円等による

ものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間における投資活動の結果使用した資金は、８億78百万円（前年同期は２億74百万円

の使用）となりました。これは主に、新ホテル建設等に伴う固定資産の取得８億１百万円によるものでありま

す。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間における財務活動の結果使用した資金は、６億72百万円（前年同期は６億44百万円

の使用）となりました。これは主に有利子負債の圧縮によるものであります。

　（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

　（5）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。

　なお、当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった当社におけるホテル

新設計画の一部である駐車場造成工事については、平成22年11月に完了しております。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 156,500,000

第１回Ａ種優先株式 3,500,000

計 160,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
(平成22年12月31日)

提出日現在発行数（株）
(平成23年２月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 79,598,912 同左　　
東京証券取引所

市場第一部
（注）１

第１回Ａ種

優先株式

（当該優先株

式は行使価額

修正条項付新

株予約権付社

債券等であり

ます。）　

3,500,000 同左　　 非上場 （注）２～４

計 83,098,912 同左　　 － －

 (注)　１. 権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であり、単元株式数は1,000株であります。

　　　 ２．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の特質は以下のとおりであります。　

　　　 　(1)普通株式の株価の下落により取得価額が下方に修正された場合、取得請求権の行使により交付される普通

　　 株式数が増加します。

　(2)取得価額の修正の基準及び頻度　

　　  転換請求日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所第一部における当社普通株式の毎日の

      終値の平均値の92％

　(3)取得価額の下限及び取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の株式数の上限

　　①取得価額の下限：86円

　　②取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の株式数の上限

　　　8,139,534株（平成23年２月10日現在の普通株式の発行済株式総数の10.23％)

　(4)当社の決定による本優先株式の全部の取得を可能とする旨の条項の有無　：　有

　　　 ３．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に関する事項は以下のとおりであります。

　(1)権利行使に関する事項についての所有者との間の取決めの内容　

　　　所有者との間で金銭を対価とする取得請求は平成25年９月26日まで行うことはできないこと、及び普通株

　　式を対価とする取得請求については平成27年９月26日までは行うことはできないことをそれぞれ合意してお

　　ります。また、取得請求権を行使しようとする日を含む暦日において当該行使により取得することとなる普　

　　通株式の数が本優先株式の発行の払込時点における当社上場株式の数の10％を超える場合には、当該10％を　

　　超える部分に係る取得請求権の行使を行うことができないことを合意しております。

　(2)当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

　　　譲渡による本優先株式の取得については、当社の取締役会の承認を要する。
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４. 第１回Ａ種優先株式の内容は、次のとおりであります。

　なお、単元株式数は1,000株であり、種類株主総会の決議を要しない旨の定款の定めはありません。

１．募集株式の種類

　常磐興産株式会社第１回Ａ種優先株式

２．募集株式の数

　3,500,000株

３．払込金額

　１株につき200円

４. 払込金額の総額

　700,000,000円

５．増加する資本金の額

　350,000,000円（１株につき100円）

６．増加する資本準備金の額

　350,000,000円（１株につき100円）

７．払込期日

　平成20年９月26日

８．割当先および株式数

　ＤＢＪコーポレート投資事業組合（現株主　株式会社日本政策投資銀行）に全株式を割り当てる。

９．剰余金の配当

   (1)期末配当の基準日

　当会社は、各事業年度末日の最終の株主名簿に記載又は記録された第１回Ａ種優先株式を有する株主（以下「第

１回Ａ種優先株主」という。）又は第１回Ａ種優先株式の登録株式質権者（以下「第１回Ａ種優先登録株式質権

者」という。）に対して、金銭による剰余金の配当（期末配当）をすることができる。

   (2)中間配当の基準日

  当会社は、取締役会の決議により、毎年９月末日の最終の株主名簿に記載又は記録された第１回Ａ種優先株主又

は第１回Ａ種優先登録株式質権者に対して、会社法第454条第５項に定める金銭による剰余金の配当（中間配当）

をすることができる。

   (3)期末配当及び中間配当以外の期中における優先配当の基準日

  当会社は、期末配当及び中間配当のほか、基準日を定めて当該基準日の最終の株主名簿に記載又は記録された第

１回Ａ種優先株主又は第１回Ａ種優先登録株式質権者に対し金銭による剰余金の配当をすることができる。

   (4)優先配当金

  当会社は、ある事業年度中に属する日を基準日として第１回Ａ種優先株式の剰余金の配当を行うときは、当該基

準日の最終の株主名簿に記載又は記録された第１回Ａ種優先株主又は第１回Ａ種優先登録株式質権者に対して、基

準日の最終の株主名簿に記載又は記録された普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の

登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、第１回Ａ種優先株式1株につき、下記９.(5)に

定める額の配当金（以下「優先配当金」という。）を金銭にて支払う。ただし、当該剰余金の配当の基準日の属する

事業年度中に、当該剰余金の配当の基準日以前の日を基準日として第１回Ａ種優先株主又は第１回Ａ種優先登録株

式質権者に対し剰余金を配当したときは、その額を控除した金額とする。また、当該剰余金の配当の基準日から当該

剰余金の配当が行われる日までの間に、当会社が第１回Ａ種優先株式を取得した場合、当該第１回Ａ種優先株式に

つき当該基準日にかかる剰余金の配当を行うことを要しない。

   (5)優先配当金の額

  優先配当金の額は、第１回Ａ種優先株式１株につき、以下の算式に基づき計算される額とする。ただし、除算は最

後に行い、円位未満小数第３位まで計算し、その小数第３位を四捨五入する。

ア 剰余金の配当の基準日が払込期日（同日を含む。）以降平成25年９月30日（同日を含む。）までの期間に属する

場合

  第１回Ａ種優先株式１株当たりの優先配当金の額は、第１回Ａ種優先株式の１株当たりの払込金額に年率

５％を乗じて算出した金額について、当該剰余金の配当の基準日の属する事業年度の初日（ただし、当該剰余金

の配当の基準日が平成21年３月末日に終了する事業年度に属する場合は、払込期日）（同日を含む。）から当該

剰余金の配当の基準日（同日を含む。）までの期間の実日数につき、１年を365日として日割計算により算出さ

れる金額とする。
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イ 剰余金の配当の基準日が平成25年10月１日（同日を含む。）以降平成26年３月末日（同日を含む。）までの期間

に属する場合

　第１回Ａ種優先株式１株当たりの優先配当金の額は、第１回Ａ種優先株式の１株当たりの払込金額に年率５%

を乗じて算出した金額（ただし、平成25年４月１日（同日を含む。）から平成25年９月30日（同日を含む。）ま

での期間の実日数につき、１年を365日として日割計算により算出される金額とする。）に、第１回Ａ種優先株式

の１株当たりの払込金額に年率８％を乗じて算出した金額（ただし、平成25年10月１日（同日を含む。）から当

該剰余金の配当の基準日（同日を含む。）までの期間の実日数につき、１年を365日として日割計算により算出

される金額とする。）を加えた金額とする。

ウ 剰余金の配当の基準日が平成26年４月１日（同日を含む。）以降の期間に属する場合

　第１回Ａ種優先株式１株当たりの優先配当金の額は、第１回Ａ種優先株式の１株当たりの払込金額に年率８％

を乗じて算出した金額について、当該剰余金の配当の基準日の属する事業年度の初日（同日を含む。）から当該

剰余金の配当の基準日（同日を含む。）までの期間の実日数につき、１年を365日として日割計算により算出さ

れる金額とする。

   (6)累積条項

　ある事業年度に属する日を基準日として第１回Ａ種優先株主又は第１回Ａ種優先登録株式質権者に対して行われ

た１株当たりの剰余金の配当の総額が、当該事業年度の末日を基準日とする優先配当金の額に達しないときは、そ

の不足額は翌事業年度の初日（同日を含む。）以降、年率５％（ただし、平成25年10月１日以降は年率８％）の利率

で１年毎の複利計算により累積する。なお当該計算は、１年を365日とした日割計算により行うものとし、除算は最

後に行い、円位未満小数第３位まで計算し、その小数第３位を四捨五入する。累積した不足額（以下「累積未払優先

配当金」という。）については、当該翌事業年度以降、優先配当金並びに普通株主及び普通登録株式質権者に対する

剰余金の配当に先立ち、第１回Ａ種優先株主又は第１回Ａ種優先登録株式質権者に対して配当する。

   (7)非参加条項

　当会社は、第１回Ａ種優先株主又は第１回Ａ種優先登録株式質権者に対して、優先配当金を超えて剰余金の配当を

行わない。

10．残余財産の分配

   (1)残余財産の分配

  当会社は、残余財産を分配するときは、第１回Ａ種優先株主又は第１回Ａ種優先登録株式質権者に対して、普通株

主又は普通登録株式質権者に先立って、第１回Ａ種優先株式１株当たり、下記10.(2)に定める金額を支払う。

   (2)残余財産分配額

　第１回Ａ種優先株式１株当たりの残余財産分配額は、以下の算式に基づいて算定されるものとする。

（算式）

　１株当たりの残余財産分配額＝200円＋累積未払優先配当金相当額＋日割未払優先配当金額

上記算式における「日割未払優先配当金額」は、残余財産分配がなされる日（以下「残余財産分配日」という。）

の属する事業年度において、残余財産分配日を基準日として優先配当がなされたと仮定した場合に、９.(5)に従い

計算される優先配当金額相当額とする。

   (3)非参加条項

　第１回Ａ種優先株主又は第１回Ａ種優先登録株式質権者に対しては、上記のほか残余財産の分配を行わない。

11．譲渡制限

譲渡による第１回Ａ種優先株式の取得については、当会社の取締役会の承認を要する。

12．議決権

第１回Ａ種優先株主は、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会において、議決権を有しない。

当社の第１回Ａ種優先株式については、普通株式に優先する条項を付する内容の株式としている関係から、株主総

会における議決権を有しないこととしている。

13．現金対価の取得請求権（償還請求権）

   (1)償還請求権の内容

　第１回Ａ種優先株主は、平成20年９月26日以降いつでも、当会社に対して現金を対価として第１回Ａ種優先株式を

取得することを請求（以下「償還請求」という。）することができる。この場合、当会社は、第１回Ａ種優先株式を

取得するのと引換えに、当該償還請求の日（以下「償還請求日」という。）における分配可能額を限度として、法令

上可能な範囲で、当該効力が生じる日に、当該第１回Ａ種優先株主又は第１回Ａ種優先登録株式質権者に対して、下

記13.(2)に定める金額の金銭を交付する。なお、償還請求日における分配可能額を超えて償還請求が行われた場合、

取得すべき第１回Ａ種優先株式は、抽選又は償還請求が行われた第１回Ａ種優先株式の数に応じた比例按分その他

の方法により当会社の取締役会において決定する。
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   (2)償還価額

  第１回Ａ種優先株式１株当たりの償還価額は、以下の算式に基づいて算定されるものとする。

（算式）

　１株当たりの償還価額＝200円＋累積未払優先配当金相当額＋日割未払優先配当金額

上記算式における「日割未払優先配当金額」は、償還請求日の属する事業年度において、償還請求日を基準日とし

て優先配当がなされたと仮定した場合に、９.(5)に従い計算される優先配当金額相当額とする。

14．現金対価の取得条項（強制償還）

   (1)強制償還の内容

　当会社は、平成20年９月26日以降いつでも、当会社の取締役会が別に定める日が到来したときは、当該日の到来を

もって、第１回Ａ種優先株主又は第１回Ａ種優先登録株式質権者の意思に拘わらず、当会社が第１回Ａ種優先株式

の全部又は一部を取得するのと引換えに、当該日における分配可能額を限度として、第１回Ａ種優先株主又は第１

回Ａ種優先登録株式質権者に対して、下記14．(2)に定める金額の金銭を交付することができる（この規定による

第１回Ａ種優先株式の取得を「強制償還」といい、強制償還の行われる日を、以下「強制償還日」という。）。なお、

一部取得を行うにあたり、取得する第１回Ａ種優先株式は、抽選、比例按分その他の方法により当会社の取締役会に

おいて決定する。

   (2)強制償還価額

　第１回Ａ種優先株式1株当たりの強制償還価額は、以下の算式に基づいて算定されるものとする。

（算式）

　１株当たりの強制償還価額＝200円＋累積未払優先配当金相当額＋日割未払優先配当金額＋早期償還加算金額 

上記算式における「日割未払優先配当金額」は、強制償還日の属する事業年度において、強制償還日を基準日とし

て優先配当がなされたと仮定した場合に、９.(5)に従い計算される優先配当金額相当額とする。

また、上記算式における「早期償還加算金額」とは、強制償還が行われる時期に応じ、それぞれ以下の金額とする。

ア　強制償還日が平成21年９月30日以前の日（同日を含む。）である場合

　第１回Ａ種優先株式の１株当たりの払込金額に年率２％を乗じて算出した金額（払込期日（同日を含む。）

から強制償還日（同日を含む。）までの期間の実日数につき、１年を365日として日割計算により算出される金

額をいい、円位未満小数第３位まで算出し、その小数第3位を四捨五入する。）

イ　強制償還日が平成21年10月１日以降（同日を含む。）平成23年９月30日まで（同日を含む。）の期間に属する場

合

　第１回Ａ種優先株式の１株当たりの払込金額に年率１％を乗じて算出した金額（払込期日（同日を含む。）

から強制償還日（同日を含む。）までの期間の実日数につき、１年を365日として日割計算により算出される金

額をいい、円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を四捨五入する。）

ウ  強制償還日が平成23年10月１日以降の日（同日を含む。）である場合

早期償還加算金額は０円とする。

15．普通株式対価の取得請求権（転換請求権）

   (1)転換請求権の内容

　第１回Ａ種優先株主は、平成20年９月26日以降いつでも、当会社が第１回Ａ種優先株式を取得するのと引換えに、

第１回Ａ種優先株式１株につき下記15.(3)に定める算定方法により算出される数の当会社の普通株式を交付する

ことを請求（以下「転換請求」という。）することができる。なお、当会社がある株主に対して第１回Ａ種優先株式

の取得と引換えに交付する当会社の普通株式数の算出にあたって、１株未満の端数が生じたときは、会社法第167条

第３項に従いこれを取り扱う。

   (2)転換請求の制限

　上記15.(1)に拘らず、転換請求の日（以下「転換請求日」という。）において、剰余授権株式数（以下に定義され

る。）が請求対象普通株式総数（以下に定義される。）を下回る場合には、（ⅰ）第１回Ａ種優先株主が当該転換請

求日に転換請求した第１回Ａ種優先株式の数に、（ⅱ）剰余授権株式数を請求対象普通株式総数で除して得られる

数を乗じた数（小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り下げる。また、０を下回る場合は０とする。）の第１

回Ａ種優先株式についてのみ、当該第１回Ａ種優先株主の転換請求に基づく第１回Ａ種優先株式の取得の効力が生

じるものとし、取得の効力が生じる第１回Ａ種優先株式以外の転換請求にかかる第１回Ａ種優先株式については、

転換請求がされなかったものとみなす。なお、一部取得を行うにあたり、取得する第１回Ａ種優先株式は、抽選、転換

請求された第１回Ａ種優先株式の数に応じた比例按分その他の方法により当会社の取締役会において決定する。
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「剰余授権株式数」とは、（ⅰ）当該転換請求日における定款に定める当会社の発行する普通株式の数より、

（ⅱ）①当該転換請求日における発行済みの普通株式の数、及び②当該転換請求日に発行されている新株予約権が

全て行使されたものとみなした場合に発行されるべき普通株式の数の合計数を控除した数をいう。

「請求対象普通株式総数」とは、第１回Ａ種優先株主が当該転換請求日に転換請求した第１回Ａ種優先株式につい

て、転換請求日に償還請求が行われたと仮定した場合における、上記13.(2)に定める第１回Ａ種優先株式の償還価

額の総額を、当該転換請求日における下記15.(3)に定める転換価額で除して得られる数（小数第１位まで算出し、

その小数第１位を切り上げる。）の総数をいう。

   (3)取得請求により交付する普通株式数の算定方法

第１回Ａ種優先株式の取得と引換えに交付する当会社の普通株式の数は、以下の算式に基づき計算されるものと

する。

 （算式）

  第１回Ａ種優先株式の取得と引換えに交付する当会社の普通株式の数＝Ａ÷Ｂ

　Ａ＝転換請求にかかる第１回Ａ種優先株式について、第１回Ａ種転換請求日に第１回Ａ種償還請求が行われたと

仮定した場合における、上記13.(2)に定める第１回Ａ種優先株式の償還価額の総額

　Ｂ＝転換価額

 ①当初転換価額

   当初の転換価額は、金172円とする。

 ②転換価額の修正

　転換価額は、転換請求日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所第一部における当会社の普通

株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む 。）の平均値（終値のない日数を除く。）の92％相当額に修正さ

れる。

　その計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。ただし、上記計算の結果、修正後

転換価額が当初転換価額の50％に相当する金額（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入す

る。以下「下限転換価額」という。ただし、下記③により調整される。）を下回る場合には下限転換価額をもって

修正後転換価額とする。

 ③転換価額の調整

ア 第１回Ａ種優先株式の発行後、次のいずれかに掲げる事由が発生した場合には、次に定める算式（以下「転

換価額調整式」という。）により、転換価額を調整する。

（算式）

　調整後転換価額＝Ａ×（Ｂ＋Ｃ×Ｄ÷Ｅ）÷（Ｂ＋Ｃ）

　Ａ＝調整前転換価額（調整後転換価額を適用する日の前日において有効な転換価額をいう。）

　Ｂ＝既発行普通株式数－自己株式数（基準日がない場合は調整後転換価額を適用する日の１ヶ月前の日、基準日

がある場合は基準日における、発行済普通株式数から自己株式数を控除した数をいう。）

　Ｃ＝新発行・処分普通株式数

　Ｄ＝１株当たりの払込金額・処分価額

　Ｅ＝１株当たりの時価（調整後転換価額の適用の基準となる日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証

券取引所第一部における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値

のない日数を除く。）をいい、その計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入す

る。なお、上記30取引日の間に、本③に定める転換価額の調整事由が生じた場合には、当該平均値は、本③に

準じて調整される。）

 (ⅰ) 転換価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行し又は当会社が保有する普通株

式を処分する場合（無償割当ての場合を含む。ただし、下記（ⅲ）記載の証券（権利）の取得と引換え若し

くは当該証券（権利）の取得と引換えに交付される新株予約権の行使による交付、又は下記（ⅳ）記載の

新株予約権の行使若しくは当該新株予約権の行使により交付される株式の取得と引換えによる交付の場合

を除く。）

調整後転換価額は、払込みがなされた日（基準日を定めずに無償割当てを行う場合は、その効力発生日）の

翌日以降、募集又は無償割当てのための基準日がある場合は、その日の翌日以降、これを適用する。無償割当

ての場合、転換価額調整式Ｄにおける「１株当たりの払込金額・処分価額」は、０円とする。

（ⅱ) 株式の分割により普通株式を発行する場合

調整後転換価額は、株式の分割にかかる基準日の翌日以降これを適用する。本（ⅱ）において、転換価額調

整式Ｃにおける「新発行・処分普通株式数」とは、株式の分割により増加する普通株式の数を意味するも

のとし、転換価額調整式Ｄにおける「１株当たりの払込金額・処分価額」は、０円とし、転換価額調整式Ｂ

における「既発行普通株式数－自己株式数」は「既発行普通株式数」と読み替える。
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（ⅲ）転換価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当会社の普通株式又は当会社の普通株式の交付を請

求することができる新株予約権を交付することと引換えに取得される証券（権利）又は取得させることが

できる証券（権利）を発行する場合（無償割当ての場合を含む。）

調整後転換価額は、その払込みがなされた日（基準日を定めずに無償割当てを行う場合は、その効力発生

日）に、又は募集若しくは無償割当てのための基準日がある場合にはその日の最終に、発行される証券（権

利）の全額が、最初に取得される又は取得させることができる取得価額で取得されたものとみなして（当

会社の普通株式の交付を請求することができる新株予約権を交付することと引換えに取得される証券（権

利）又は取得させることができる証券（権利）の場合、更に当該新株予約権の全てがその日に有効な行使

価額で行使されたものとみなして）、その払込みがなされた日（基準日を定めずに無償割当てを行う場合

は、その効力発生日）に、又は募集若しくは無償割当のための基準日がある場合にはその日の翌日以降、こ

れを適用する。ただし、当該取得又は行使価額がその払込みがなされた日（基準日を定めずに無償割当てを

行う場合は、その効力発生日）、又は募集若しくは無償割当てのための基準日において確定しない場合、調

整後転換価額は、当該取得又は行使価額が決定される日（本（ⅲ）において、以下「価額決定日」とい

う。）に発行される証券（権利）の全額が当該取得価額で取得されたものとみなして（当会社の普通株式

の交付を請求することができる新株予約権を交付することと引換えに取得される証券（権利）又は取得さ

せることができる証券（権利）の場合、更に当該新株予約権の全てが当該行使価額で行使されたものとみ

なして）、価額決定日の翌日以降これを適用する。本（ⅲ）において「価額」とは、発行される証券（権

利）の払込金額（新株予約権を交付することと引換えに取得される証券（権利）又は取得させることがで

きる証券（権利）の場合、当該証券（権利）の払込金額と新株予約権の行使に際して出資される財産の価

額との合計額）から取得又は行使に際して当該証券（権利）又は新株予約権の保有者に交付される普通株

式以外の財産を控除した金額を、交付される普通株式数で除した金額をいう。

 （ⅳ）転換価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当会社の普通株式、又は当会社の普通株式を交付す

ることと引換えに取得される株式若しくは取得させることができる株式の交付を請求できる新株予約権

（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下同じ。）を発行する場合（無償割当ての場合を含む。）

調整後転換価額は、かかる新株予約権の割当日（基準日を定めずに無償割当てを行う場合は、その効力発生

日）に、又は募集若しくは無償割当てのための基準日がある場合はその日に、発行される新株予約権の全て

が、その日に有効な転換価額で行使されたものとみなして（当会社の普通株式を交付することと引換えに

取得される株式若しくは取得させることができる株式の交付を請求することができる新株予約権の場合、

更に当該株式の全てがその日に有効な取得価額で取得されたものとみなして）、割当日（基準日を定めず

に無償割当てを行う場合は、その効力発生日）の翌日以降、又は募集若しくは無償割当てのための基準日が

ある場合はその日の翌日以降、これを適用する。ただし、当該行使又は行使価額がその割当日（基準日を定

めずに無償割当てを行う場合は、その効力発生日）、又は募集若しくは無償割当てのための基準日において

確定しない場合、調整後転換価額は、当該行使又は行使価額が決定される日（本（ⅳ）において、以下「価

額決定日」という。）に発行される全ての新株予約権が当該行使価額で行使されたものとみなして（当会

社の普通株式の交付を請求することと引換えに取得される株式又は取得させることができる株式の交付を

請求することができる新株予約権の場合、更に当該株式の全てがその日に有効な取得価額で取得されたも

のとみなして）、価額決定日の翌日以降これを適用する。本（ⅳ）において「価額」とは、発行される新株

予約権の払込金額と新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の合計額からその行使又は取得に際

して当該新株予約権又は株式の保有者に交付される普通株式以外の財産を控除した金額を、交付される普

通株式数で除した金額をいう。

  (ⅴ)株式の併合により普通株式数を変更する場合

調整後転換価額は、株式の併合の効力発生日以降これを適用する。本（ⅴ）において、転換価額調整式Ｃに

おける「新発行・処分普通株式数」とは、株式の併合により減少する普通株式数を負の値で表示したもの

とし、転換価額調整式Ｄにおける「１株当たりの払込金額・処分価額」は、０円とする。

イ 上記アにおいて、当該各行為にかかる基準日が定められ、かつ当該各行為が当該基準日以降に開催される当

会社の株主総会における一定の事項（ただし、上記ア（ⅱ）については、剰余金の額を減少して、資本金又は

資本準備金の額を増加することを含む。）に関する承認決議を条件としている場合、調整後転換価額は、当該

承認決議をした株主総会の終結の日の翌日以降にこれを適用する。
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ウ 上記アに掲げる場合のほか、以下のいずれかに該当する場合には、当会社取締役会が判断する合理的な転換

価額に変更される。

①合併、資本金の額の減少、株式交換、株式移転又は会社分割のために転換価額の調整を必要とするとき。

②その他当会社の発行済普通株式の変更又は変更の可能性を生じる事由の発生によって転換価額の調整を必

要とするとき。

③転換価額の調整事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後転換価額の算出に関して使用す

べき１株当たり時価が他方の事由によって影響されているとき。

エ 転換価額の調整のために計算を行う場合には、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入

する。

オ 転換価額調整式により算出される調整後転換価額と調整前転換価額の差額が１円未満の場合は、転換価額の

調整は行わない。ただし、その後転換価額の調整を必要とする事由が発生し、転換価額を算出する場合には、

転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて調整前転換価額からこの差額を差し引いた額を使用する。

    (4)取得請求受付場所

東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社　本店

    (5)取得請求の効力発生

取得請求の効力は、取得請求書及び第１回Ａ種優先株式の株券が取得請求受付場所に到着したときに発生する。

ただし、第１回Ａ種優先株式の株券が発行されていないときは、株券の提出を要しない。

16．株式の併合または分割

法令に別段の定めがある場合を除き、第１回Ａ種優先株式について株式の併合又は分割は行わない。第１回Ａ種

優先株主又は第１回Ａ種優先登録株式質権者には、募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与え

ず、株式又は新株予約権の無償割当てを行わない。

17. 会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無　

会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

　

（２）【新株予約権等の状況】

  該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　行使はありません。

（４）【ライツプランの内容】

  該当事項はありません。　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

 平成22年10月1日～

平成22年12月31日
－　 83,098 － 11,183 － 1,458

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（７）【議決権の状況】

　　　　　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

　　　　載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

　　　　す。

　　　①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式
　第１回Ａ種優先株式

3,500,000　　
－

「１（1）②発行済株

式」の記載を参照

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

 普通株式   　69,000　
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 79,101,000　 79,101  － 

単元未満株式
普通株式    428,912  　

　
－ －

発行済株式総数 83,098,912 － －

総株主の議決権 － 79,101 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権の数１個）含まれ　　　　

　　　　ております。

②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

常磐興産株式会社
福島県いわき市常磐

藤原町蕨平50番地
69,000 － 69,000 0.08

計 － 69,000 － 69,000 0.08

　（注）上記のほか株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の数１

個）あります。

なお、当該株式は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式に含めております。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 145 140 132 131 132 134 127 122 127

最低（円） 139 127 127 125 123 126 109 108 117

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人よる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,400 6,367

受取手形及び売掛金 ※7
 2,373 1,727

たな卸資産 ※1
 424

※1
 376

その他 374 625

貸倒引当金 △4 △4

流動資産合計 7,568 9,091

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 12,811 12,579

土地 ※8
 14,695

※8
 24,395

その他（純額） 3,819 2,113

有形固定資産合計 ※2
 31,326

※2
 39,088

無形固定資産 150 61

投資その他の資産

投資有価証券 4,094 4,344

投資不動産（純額） ※3, ※8
 10,180 －

その他 2,207 2,232

貸倒引当金 △1,676 △1,687

投資その他の資産合計 14,805 4,888

固定資産合計 46,281 44,039

繰延資産 63 78

資産合計 53,914 53,209
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※7
 1,909 1,332

短期借入金 9,945 9,037

1年内償還予定の社債 794 894

未払法人税等 56 60

賞与引当金 109 290

事業整理損失引当金 378 504

設備関係支払手形 1,175 976

その他 1,769 1,387

流動負債合計 16,138 14,484

固定負債

社債 2,067 2,464

長期借入金 13,107 14,245

繰延税金負債 3,714 3,831

退職給付引当金 64 89

環境対策引当金 99 99

負ののれん 2 10

資産除去債務 387 －

その他 2,073 2,015

固定負債合計 21,516 22,756

負債合計 37,654 37,240

純資産の部

株主資本

資本金 11,183 11,183

資本剰余金 1,475 1,475

利益剰余金 3,766 3,171

自己株式 △10 △5

株主資本合計 16,414 15,824

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △168 144

土地再評価差額金 △2 △2

評価・換算差額等合計 △171 142

少数株主持分 16 1

純資産合計 16,259 15,968

負債純資産合計 53,914 53,209

EDINET提出書類

常磐興産株式会社(E00033)

四半期報告書

20/39



（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 27,152 26,958

売上原価 23,468 23,495

売上総利益 3,683 3,462

販売費及び一般管理費 ※1
 2,263

※1
 2,210

営業利益 1,419 1,251

営業外収益

受取利息 3 0

受取配当金 75 69

負ののれん償却額 7 7

持分法による投資利益 115 91

不動産賃貸料 － 97

その他 45 21

営業外収益合計 248 288

営業外費用

支払利息 464 442

不動産賃貸費用 － 70

その他 56 153

営業外費用合計 521 666

経常利益 1,146 873

特別利益

固定資産売却益 18 3

投資有価証券売却益 0 83

投資不動産売却益 － 3

貸倒引当金戻入額 3 2

事業整理損失引当金戻入額 － 3

その他 1 －

特別利益合計 22 96

特別損失

固定資産売却損 2 0

固定資産除却損 30 22

減損損失 11 －

投資有価証券売却損 0 1

投資不動産除却損 － 1

事業整理損 ※3
 386 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 126

その他 － 0

特別損失合計 432 151

税金等調整前四半期純利益 737 818

法人税、住民税及び事業税 14 25

法人税等調整額 △9 3

法人税等合計 5 28

少数株主損益調整前四半期純利益 － 790

少数株主利益 0 1

四半期純利益 731 788
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 8,952 8,065

売上原価 8,199 7,357

売上総利益 752 708

販売費及び一般管理費 ※1
 680

※1
 660

営業利益 71 47

営業外収益

受取利息 1 0

受取配当金 10 12

負ののれん償却額 2 2

持分法による投資利益 44 31

不動産賃貸料 － 31

その他 18 4

営業外収益合計 77 81

営業外費用

支払利息 151 144

不動産賃貸費用 － 27

その他 17 59

営業外費用合計 169 232

経常損失（△） △19 △103

特別利益

固定資産売却益 11 －

投資有価証券売却益 0 －

投資有価証券評価損戻入益 － 57

貸倒引当金戻入額 0 1

特別利益合計 12 58

特別損失

固定資産売却損 0 －

固定資産除却損 12 3

投資有価証券売却損 0 －

投資不動産除却損 － 1

事業整理損 ※3
 386 －

特別損失合計 399 4

税金等調整前四半期純損失（△） △407 △49

法人税、住民税及び事業税 5 6

法人税等調整額 △1 △0

法人税等合計 3 5

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △55

少数株主利益 0 1

四半期純損失（△） △411 △56
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 737 818

減価償却費 913 909

減損損失 11 －

のれん及び負ののれん償却額 △7 △7

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4 △11

賞与引当金の増減額（△は減少） △194 △181

退職給付引当金の増減額（△は減少） △56 △25

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △206 －

環境対策引当金の増減額（△は減少） △4 －

受取利息及び受取配当金 △78 △70

支払利息 464 442

社債発行費償却 8 14

持分法による投資損益（△は益） △115 △91

不動産賃貸料 － △97

不動産賃貸費用 － 70

固定資産除売却損益（△は益） 15 18

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △0 △81

投資不動産除売却損益（△は益） － △2

事業整理損失引当金戻入額 － △3

事業整理損失 386 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 126

売上債権の増減額（△は増加） 77 △635

たな卸資産の増減額（△は増加） 243 △80

その他の流動資産の増減額（△は増加） △37 △94

仕入債務の増減額（△は減少） △311 741

未払消費税等の増減額（△は減少） △224 309

その他の流動負債の増減額（△は減少） △8 64

預り保証金の増減額（△は減少） △17 △6

その他の負債の増減額（△は減少） 202 －

その他 14 △7

小計 1,808 2,118

利息及び配当金の受取額 84 75

利息の支払額 △390 △349

法人税等の支払額 △39 △24

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,463 1,821
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △100 －

定期預金の払戻による収入 － 100

固定資産の取得による支出 △439 △2,753

固定資産の売却による収入 51 4

事業整理に伴う支出 △44 △122

投資有価証券の取得による支出 △96 △97

投資有価証券の売却による収入 － 92

貸付金の回収による収入 2 5

投資不動産の賃貸による支出 － △56

投資不動産の賃貸による収入 － 96

投資不動産の売却による収入 － 7

その他 － 24

投資活動によるキャッシュ・フロー △626 △2,699

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,750 －

長期借入れによる収入 2,105 3,350

長期借入金の返済による支出 △4,064 △3,580

社債の償還による支出 △430 △497

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △37 △61

自己株式の取得による支出 △1 △4

配当金の支払額 △177 △194

財務活動によるキャッシュ・フロー △854 △988

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △17 △1,867

現金及び現金同等物の期首残高 5,824 6,267

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 5,807

※1
 4,400
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 （1）連結の範囲の変更

　　第１四半期連結会計期間より、㈱ＪＫリアルエステートは平成22年

４月１日に当社が吸収合併したため、連結の範囲から除外しており

ます。

（2）変更後の連結子会社の数

　　４社

２．会計処理基準に関する事項の変更 （1）資産除去債務に関する会計基準の適用

　　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成

20年３月31日）を適用しております。

　　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は

14百万円減少し、税金等調整前四半期純利益は140百万円減少して

おります。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変

動額は381百万円であります。

　 （2）企業結合に関する会計基準等の適用

　　第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企

業会計基準第21号　平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する

会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）、「「研究

開発費等に係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号　平

成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基

準第７号　平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企

業会計基準第16号　平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準

適用指針第10号　平成20年12月26日）を適用しております。

（3）「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計

処理に関する当面の取扱い」の適用　

　　第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業

会計基準第16号　平成20年12月26日公表分）及び「持分法適用関連

会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平

成20年３月10日）を適用しております。

　　これによる損益に与える影響はありません。　

（4）不動産賃貸料及び不動産賃貸費用の会計処理

　　前連結会計年度において、不動産事業を行っておりました㈱ＪＫリ

アルエステートを平成22年４月１日に当社が吸収合併いたしまし

た。これは、不動産業界が厳しい環境下で推移していることから、今

後は、当社グループの不動産管理に専念し、不動産事業は行わない

こととしたものであります。

　　これに伴い、第１四半期連結会計期間より、「売上高」に計上して

おりました「不動産賃貸料」を営業外収益に、「売上原価」、「販

売費及び一般管理費」に計上しておりました「不動産賃貸費用」

を営業外費用に計上しております。

　　この変更により、従来の方法によった場合に比べて当第３四半期連

結累計期間の売上高は94百万円、売上原価は28百万円、販売費及び

一般管理費は40百万円、営業利益は25百万円それぞれ減少しており

ます。

　　また、この変更に伴い、従来の「たな卸資産」27百万円、「建物及び

構築物（純額）」102百万円、「土地」10,050百万円を「投資不動

産（純額）」へ振替えております。

【表示方法の変更】
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当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

１．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適

用により、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

２．従来、「不動産賃貸料」と「不動産賃貸費用」は相殺の上、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりま

したが、当第３四半期連結累計期間において、金額的重要性が増したため、両建ての上、営業外収益の「不動産賃

貸料」と営業外費用の「不動産賃貸費用」に区分掲記しております。

　　なお、前第３四半期連結累計期間の営業外収益「その他」に含まれる金額は、「不動産賃貸料」４百万円と「不

動産賃貸費用」２百万円の相殺額２百万円であります。

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結貸借対照表）

　前第３四半期連結会計期間において、「支払手形及び買掛金」に含めておりました「設備関係支払手形」は、金額

的重要性が増したため、当第３四半期連結会計期間より、区分掲記いたしました。なお、前第３四半期連結会計期間

の「支払手形及び買掛金」に含まれている「設備関係支払手形」は247百万円であります。　

（四半期連結損益計算書）

１．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適

用により、当第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失（△）」の科目で表示しており

ます。

２．従来、「不動産賃貸料」と「不動産賃貸費用」は相殺の上、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりま

したが、当第３四半期連結会計期間において、金額的重要性が増したため、両建ての上、営業外収益の「不動産賃

貸料」と営業外費用の「不動産賃貸費用」に区分掲記しております。

　　なお、前第３四半期連結会計期間の営業外費用「その他」に含まれる金額は、「不動産賃貸料」１百万円と「不

動産賃貸費用」１百万円の相殺額０百万円であります。

　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．たな卸資産の評価方法 　当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出については、実地棚卸を省略

し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的に算定する方法に

よっております。

　また、たな卸資産の簿価切下げについては、収益性の低下が明らかなものに

ついてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

　　

２．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績

率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

３．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分する方法により算定しております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１．たな卸資産の内訳は下記のとおりであります。

商品及び製品 132百万円

仕掛品 210

原材料及び貯蔵品 82

　　　　計 424

※１．たな卸資産の内訳は下記のとおりであります。

商品及び製品 144百万円

仕掛品 156

原材料及び貯蔵品 75

　　　　計 376

※２．有形固定資産の減価償却累計額 23,333百万円 ※２．有形固定資産の減価償却累計額 22,754百万円

※３．投資不動産の減価償却累計額 172百万円

　４．　　　　　───────── 　

　３．          ───────── 　

　４．受取手形割引高 147百万円

　５．　　　　　─────────  　５．売掛債権流動化による譲渡残高 9百万円

　６. 　　　　　───────── 　６. 偶発債務

　　　　保証債務

　　　いわき流通センター共同組合の営業取引に対して

債務保証を行っております。　

　

※７. 四半期連結会計期間末日の満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理をしております。

　　　　

　　　なお、当第３四半期連結会計期間末日は、金融機関の休

日であったため、次の満期手形が第３四半期連結会計

期間末の残高に含まれております。

受取手形 65百万円

支払手形 64　

※８．担保資産

　担保に供されている資産で、事業の運営において

重要なものであり、かつ、前連結会計年度末に比べ

て著しい変動が認められるものは、次のとおりで

あります。

　なお、前連結会計年度末からの主な変動要因は、

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項等の変更」に記載のとおり、従来の「土

地」から「投資不動産（純額）」へ振替えたこと

によるものであります。　

土地　　　　　　　　　　　　14,001百万円

投資不動産（純額）　　　　　 4,657百万円

　９．実行可能期間付タームローン契約

　当社は、運転資金の効率的な調達及び将来の資金

安定確保のために実行可能期間付タームローン契

約を締結しております。この契約に基づく当第３

四半期連結会計期間末の借入未実行残高等は下記

のとおりであります。

実行可能期間付ターム

ローン契約の総額
1,000百万円

借入実行残高 50

借入未実行残高 950

　

　 61百万円

　７．　　　　　─────────　

　

　

　

　

　

　

　

※８.担保資産

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　　土地　　　　　　　　　　17,416百万円

　

　９．　　　　　─────────　
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（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

(1）販売費

運賃諸掛 42百万円

給与賃金 300

賞与引当金繰入額 20

広告宣伝費 390

減価償却費 31

誘客費 463

(2）一般管理費

給与賃金 148

賞与引当金繰入額 9

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

(1）販売費

運賃諸掛 45百万円

給与賃金 272

賞与引当金繰入額 18

広告宣伝費 396

減価償却費 27

誘客費 443

(2）一般管理費

給与賃金 139

賞与引当金繰入額 8

　２．観光事業においては、他の四半期連結会計期間に比

べ、第２四半期連結会計期間の利用者数が多く、売上高

も多くなる傾向があります。

　２．　　　　　　　同　　　　左

※３．事業整理損は、㈱常磐製作所の一部事業撤退に伴う

ものであり、内訳は下記のとおりであります。

　３．　　　　　　　──────

減損損失 329百万円

事業整理損失引当金繰入額 57

　

　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

(1）販売費

運賃諸掛 13百万円

給与賃金 98

賞与引当金繰入額 20

広告宣伝費 73

減価償却費 10

誘客費 142

(2）一般管理費

給与賃金 48

賞与引当金繰入額 9

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

(1）販売費

運賃諸掛 15百万円

給与賃金 89

賞与引当金繰入額 18

広告宣伝費 78

減価償却費 8

誘客費 130

(2）一般管理費

給与賃金 45

賞与引当金繰入額 8

　２．観光事業においては、他の四半期連結会計期間に比

べ、第２四半期連結会計期間の利用者数が多く、売上高

も多くなる傾向があります。

　２．　　　　　　　同　　　　左

※３．事業整理損は、㈱常磐製作所の一部事業撤退に伴う

ものであり、内訳は下記のとおりであります。

　３．　　　　　　　──────

減損損失 329百万円

事業整理損失引当金繰入額 57
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

現金及び預金勘定 5,907百万円

預入期間が３か月を超える定期預

金
△100

現金及び現金同等物 5,807

　

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年12月31日現在）

現金及び預金勘定 4,400百万円

預入期間が３か月を超える定期預

金
－

現金及び現金同等物 4,400

　

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　79,598,912株

　第１回Ａ種優先株式　　　 3,500,000株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　  75,804株

３．配当に関する事項

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

　

平成22年６月29日

定時株主総会

　

普通株式 159 2.00平成22年３月31日平成22年６月30日利益剰余金

第１回Ａ種　

優先株式
35 10.00平成22年３月31日平成22年６月30日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）　

 
観光事業
(百万円)

卸売業
(百万円)

製造関連
事業
(百万円)

不動産事
業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

(1)
外部顧客に対す

る売上高
2,480 5,560 412 33 465 8,952 － 8,952

(2)

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

0 78 － 30 16 126 (126) －

計 2,480 5,639 412 63 482 9,078 (126) 8,952

営業損益 101 79 23 14 25 243 (171) 71

（注）１．事業区分の方法

当社の事業区分は、事業の種類・性質の類似性等の観点からセグメンテーションしており、その内容は次の

とおりであります。

２．各区分の主な製品及び内容

観光事業
「スパリゾートハワイアンズ」、「クレストヒルズゴルフ倶楽部」、「ホテルクレスト札幌」、

「山海館」

卸売業 石炭、石油類、その他商品

製造関連事業 鉄鋼、鋳物

不動産事業 不動産の売買、賃貸、仲介及び管理

その他の事業 運輸、荷役
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前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）　

 
観光事業
(百万円)

卸売業
(百万円)

製造関連
事業
(百万円)

不動産事
業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

(1)
外部顧客に対す

る売上高
9,61415,0181,133 117 1,26927,152 － 27,152

(2)

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

0 201 － 91 45 338 (338) －

計 9,61415,2191,133 209 1,31527,491(338)27,152

営業損益 1,579 251 △21 50 64 1,925 (505) 1,419

（注）１．事業区分の方法

当社の事業区分は、事業の種類・性質の類似性等の観点からセグメンテーションしており、その内容は次の

とおりであります。

２．各区分の主な製品及び内容

観光事業
「スパリゾートハワイアンズ」、「クレストヒルズゴルフ倶楽部」、「ホテルクレスト札幌」、

「山海館」

卸売業 石炭、石油類、その他商品

製造関連事業 鉄鋼、鋳物

不動産事業 不動産の売買、賃貸、仲介及び管理

その他の事業 運輸、荷役

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）　

　海外売上高は、連結売上高の10%未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているも

のであります。

当社グループは、観光事業を中心に事業展開しており、そのサービスは多種にわたっております。従って、

その事業内容から、「観光事業」、「卸売業」、「製造関連事業」、「運輸業」を報告セグメントとしており

ます。

「観光事業」はレジャー施設等・ホテル及び旅館の運営及びその関連事業を行っており、「卸売業」は石

炭・石油等の卸売、「製造関連事業」は機械・鋳物の製造、「運輸業」は運輸業及びその関連事業を行って

おります。

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）

　 （単位：百万円）

 

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

観光事業 卸売業
製造関連
事業

運輸業 合計

売上高    　    

外部顧客への売上

高
9,133 14,925 1,383 1,516 26,958 － 26,958

セグメント間の内
部売上高又は振替
高

1 289 － 56 347 △347 －

計 9,134 15,214 1,383 1,572 27,305 △347 26,958

セグメント利益 1,473 128 126 65 1,793 △542 1,251

（注）１．セグメント利益の調整額△542百万円には、セグメント間取引消去△０百万円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△542百万円が含まれています。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管

理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）

　 （単位：百万円）

 

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

観光事業 卸売業
製造関連
事業

運輸業 合計

売上高    　    

外部顧客への売上

高
2,496 4,596 453 519 8,065 － 8,065

セグメント間の内
部売上高又は振替
高

0 94 － 17 112 △112 －

計 2,497 4,690 453 537 8,178 △112 8,065

セグメント利益 109 47 38 29 224 △177 47

（注）１．セグメント利益の調整額△177百万円には、セグメント間取引消去△０百万円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△177百万円が含まれています。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管

理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項ありません。 

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

20号　平成20年３月21日）を適用しております。

（金融商品関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

現金及び預金が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べ

て著しい変動が認められます。　

科目
四半期連結貸借対照
表計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

現金及び預金 4,400 4,400 -

（注）金融商品の時価の算定方法

現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

（有価証券関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　　有価証券の四半期連結貸借対照表上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありませ

ん。

（デリバティブ取引関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　　該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　該当事項はありません。

（企業結合等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　該当事項はありません。

（資産除去債務関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　資産除去債務の四半期連結貸借対照表上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認
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められません。　

（賃貸等不動産関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認

められません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 195.13円 １株当たり純資産額 191.45円

　（注）　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 16,259　 15,968　

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 742 736

（うち優先株式の払込金額） (700) (700)

（うち優先株式の未払累積配当額） (26) (35)

（うち少数株主持分） (16) (1)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額

（百万円）
15,517 15,232

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末

（期末）の普通株式の数（千株）
79,523 79,561

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 8.86円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
8.61円

１株当たり四半期純利益金額 9.59円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
9.26円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益（百万円） 731 788

普通株主に帰属しない金額（百万円） 26 26

（うち優先配当額） (26) (26)

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 705 762

期中平均株式数（千株） 79,567 79,542

 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額（百万円） 26 26

（うち優先配当額） (26) (26)

普通株式増加数（千株） 5,362 5,685

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

──── ────
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前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 5.28円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。　

１株当たり四半期純損失金額 0.82円

　　　　　　　　同　　　　　　左　

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 　 　

四半期純損失（百万円） 411 56

普通株主に帰属しない金額（百万円） 8 8

（うち優先配当額） (8) (8)

普通株式に係る四半期純損失（百万円） 419 65

期中平均株式数（千株） 79,565 79,527

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

──── ────

（重要な後発事象）

　当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　該当事項はありません。

（リース取引関係）

　当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　著しい変動がないため記載しておりません。

２【その他】

　当社及び連結子会社常磐興産ピーシー㈱は、公正取引委員会より橋梁工事につき独占禁止法に違反する行為が行わ

れていたとして、当社は平成17年４月課徴金（100百万円）納付命令を、常磐興産ピーシー㈱は平成16年10月排除勧告

を受けました。その後審判手続を重ねてまいりましたが、平成22年９月21日に当社には当該処分と同額の課徴金納付

を命ずる審決が、常磐興産ピーシー㈱には違法行為を認める審決がそれぞれ出されました。なお、当社ＰＣ事業部門を

常磐興産ピーシー㈱に会社分割する際に、潜在的債務を含め一切の債権債務関係を承継することとしております。  

　この審決を受け縷々検討した結果、事実関係を含めて公正取引委員会の判断と当社及び常磐興産ピーシー㈱の見解

の間には相違点はあるものの、諸事情を総合的に勘案し審決取消訴訟を提起しないとの結論に至り、当社は平成22年

11月22日に課徴金を納付いたしました。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月12日

常磐興産株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大石　　暁　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 出口　賢二　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 打越　　隆　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている常磐興産株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、常磐興産株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年２月10日

常磐興産株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 内田　英仁　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 出口　賢二　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている常磐興産株式会社の

平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、常磐興産株式会社及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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